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中期経営計画（2019年度～2021年度）の策定について 

 今般、当社グループは、2019 年度から 2021 年度の 3 年間を計画期間とする中期経営計

画を策定いたしましたので、お知らせいたします。 

１. 策定の背景・位置づけ 

  前中期経営計画（2016年度～2018年度）では、航空関連施設を中心とした新規投資を

積極的に行った結果、概ね数値目標を達成し着実な増収増益へと繋げました。また、こ

れにより、2017年には増配を行い目標としていた配当性向30%以上を実現いたしました。 

  今後については、羽田空港において東京オリンピック・パラリンピックのある 2020年

には、国による発着枠年間 3.9万回の増加により国際線を中心とした空港の機能強化が予

定されております。また、アジアを中心とした世界的に旺盛な航空関連需要が引き続き

見込まれており、インバウンドの更なる増加によって国内の航空関連需要も増加が期待

されております。 

  このような事業環境を踏まえ、当社としては長期的な視点での持続的な成長と企業価

値の向上を実現することを目指し、今般、新たな中期経営計画を策定いたしました。 

２. 中期経営計画（2019年度～2021年度）における取り組み 

１）数値目標 

今回の計画期間の 3 年間において、営業キャッシュフローを上回る総額 300 億円の積

極的な新規投資を計画すると共に、更なる入居率の向上へ取り組み、計画期間最終年度

である 2021年度には、売上高 275 億円、営業利益 46億円の達成を目指していきます。 

（金額単位：百万円） 

 2019年 3月期実績  2022年 3月期目標 伸び率 

売上高 24,213  27,470 +13.5% 

営業利益 4,129  4,550 +10.2% 

当期純利益 2,104  2,610 +24.0% 

EBITDA 7,501  8,770 +16.9% 



２）事業戦略 

①羽田空港内事業においては、発着枠増加に伴う国際線の増加に対応し、機内食工場や

機内用装備品の倉庫の新設、及び航空機汚水処理施設（SDプラント）の移転・拡張に

取り組んでいきます。 

②羽田空港周辺事業においては、発着枠増加に伴うインバウンドを中心とした旅客需要

の増加に対応するホテルや、空港勤務者の増加に対応する共同住宅の建設等について、

引き続き模索していきます。また、「羽田空港跡地第 1ゾーン整備事業」における先端

産業・クールジャパンの発信拠点の整備・運営事業に参画しており、2020 年予定のま

ち開き、2022年予定のグランドオープンに向け、引き続き取り組んでいきます。 

③空港外事業においては、インバウンドの増加に対応し、国の政策にもある大学の国際

化推進に伴う留学生の受入拡大に対応する国際学生寮の建設等に取り組んでいきます。 

④地方空港事業においては、神戸空港における格納庫増築、福岡空港第 2 滑走路建設に

係る当社施設の奈多ヘリポート（仮称）への移転等の施設展開に取り組み、また、空

港コンセッションについても、当社の強みを活かした事業参画の可能性について、引

き続き、調査・検討を進めていきます。 

⑤海外事業においては、アジアを中心とする世界的に旺盛な航空関連需要に対応し、引

き続きシンガポールのセレター空港を中心に、新規投資を実現していきます。 

３）その他 

①数値目標と事業戦略で掲げた事項を実現するため、組織体制の再編や人材戦略の構築、

及びガバナンス強化やコスト低減等に取り組み、経営基盤の一層の強化を図ります。 

②持続可能な社会の実現のため、事業を通じて ESGに誠実に取り組み、世界的な取り組

みである SDGsへの貢献を目指していきます。 

③業績については、引き続き増収増益を図り、原則配当性向 30%以上の安定配当の維持

を目指していきます。 

 

以上 




